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ウルシステムズ株式会社 

貸 借 対 照 表 

（平成 29 年 3月 31日） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 

流 動 資 産 

 現金及び預金 

売掛金 

仕掛品 

前払費用 

繰延税金資産 

その他 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

  建物附属設備 

工具、器具及び備品 

減価償却累計額 

 無形固定資産 

  ソフトウェア 

  商標権 

のれん 

 投資その他の資産 

  敷金 

 

 

2,463,509 

768,841 

1,448,937 

82,412 

38,089 

121,403 

3,825 

52,377 

6,650 

13,848 

13,243 

△20,442 

42,978 

922 

502 

41,553 

2,748 

2,748 

 

負 債 の 部 

流 動 負 債 

 未払金 

 未払費用 

 未払法人税等 

前受金 

賞与引当金 

受注損失引当金 

その他 

 

852,165 

309,575 

86,026 

57,240 

71,057 

251,006 

34,829 

42,429 

負 債 合 計 852,165 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資本金 

 資本剰余金 

  その他資本剰余金 

 利益剰余金 

  その他利益剰余金 

   繰越利益剰余金 

 

1,663,722 

100,000 

482,331 

482,331 

1,081,390 

1,081,390 

1,081,390 

純 資 産 合 計 1,663,722 

資 産 合 計 2,515,887 負債純資産合計 2,515,887 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については、「0」

で表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 
通常の販売目的で保有するたな卸資産 
仕掛品 
 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。 
 
(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成 28 年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を

採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額は、法人税法の規定と同一のものを採用しております。ま

た、少額の減価償却資産（取得価額 10万円以上 20万円未満の減価償却資産）については、

事業年度毎に一括して 3年間で均等償却しております。 

 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

イ 市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間(3年)における見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間(3年)に基

づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。 
ロ その他の無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数は、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期

間（5 年）、その他の無形固定資産については、法人税法の規定と同一のものを採用し

ております。また、少額の減価償却資産（取得価額が 10万円以上 20万円未満の減価償

却資産）については、事業年度毎に一括して 3年間で均等償却しております。 

 
③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20
年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 
 

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

営業債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき計算

した額を、貸倒懸念債権などの債権については個別に回収可能性を勘案し計算した回収不

能見込額を計上しております。 

なお、当事業年度末においては、貸倒懸念債権等に該当する営業債権等はなく、また、

一般営業債権等に適用される貸倒実績率がゼロであるため、貸倒引当金は計上しておりま

せん。 

 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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③品質保証引当金 

瑕疵担保期間において、契約に従い顧客に対して無償で役務提供を実施する場合があり

ます。このような売上計上後の追加原価に備えるため、個別プロジェクト毎に追加原価の

発生可能性を勘案し計算した見積額を計上しております。 

なお、当事業年度末においては、対象となる案件がなかったため、品質保証引当金は計

上しておりません。 

 

④受注損失引当金 

受注したプロジェクトの損失に備えるため、手持ち受注プロジェクトのうち当事業年度

末で将来の特定の損失の発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もることが

できるプロジェクトについて、次期以降に発生が見込まれる損失を計上しております。 

 

(4)受注制作のソフトウェア開発プロジェクトに係る収益及び費用の計上基準 

 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注制作のソフトウェ

ア開発プロジェクトについては、進行基準（プロジェクトの進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他のプロジェクトについては、完成基準を採用しております。 

 

(5)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、個別案件ごとの事情を勘案して、計上後 20 年以内の定額法に

より償却を行っております。 

 

(6)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

2．会計方針の変更に関する注記 

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を適用し、平成28年4月1日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 

3．当期純利益 

255,461 千円 


